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まえがき

　今この世の中に大きな変化を巻き
起こしている2つのイベントを書き留
めておく。
　一つは、2年余り続く新型コロナウ
イルス感染症への脅威。もう一つは
大国ロシアのウクライナ侵略戦争。
新型コロナの脅威は、将来にわたり
新興感染症が現れると、世界の食料
品交易は、いとも簡単に阻害されて
しまうということ。そして大国の軍事
介入は、国際的な食糧生産計画や
食料品交易をこれまた簡単に混乱さ
せてしまうということである。
　本来これらのイベントは、我々の目
指す食品安全とは関係のない次元
で起きている。ただ一旦起きてしまう
と、食品安全は紛争という大きな怪
物の陰に入ってかすんでしまう。我々
が今期待し、理解し合おうとしている
食品安全というものが、実は安定し
た平穏な社会環境を前提にして成り
立っていることを改めて認識させてく
れたのである。

1.制度化から一年経過し
たHACCP

　わずか一年の猶予期間を経て
2021年6月1日に全面施行となった

HACCPの制度化は、この原稿が読
まれる頃には、満一歳を迎えている
だろう。法律の対象範囲は、言わず
もがなすべての食品取扱事業者で
ある。では第一線の食品事業者の制
度化への理解は、いかほどであろう
か。これについては非常に低いレベ
ルと言わざるを得ない。もちろん良く
勉強している一部の関係者もいない
わけではないが、これはステークホル
ダーからの要請を受けて食品の安
全性や品質に日々 向かい合っている
一部の人たちだけである。
　HACCPを自分の武器にして、自
ら商品力を向上させ、信頼を勝ち取
ろうなどという人や組織は数えるほ
どしかいない。
　制度化という言葉だけが独り歩き
し、国が進める制度化と食品安全向
上の本当の狙いとされるべき部分
が、十分に説明されていないと思わ
れる。筆者は縁あって制度化の検討
会などに参加したので、この経緯を
説明し現状の理解の一助としたい。

2.日本における食品安全
議論の経緯

　食品安全に世の中の人が注目し
始めたのは、2000年あたりからで、
きっかけはBSEや輸入農産物の残留

農薬事件、食品の産地偽装や食中
毒事故の大型化に始まる。それほど
長い歴史があるわけではない。さら
にインターネットを通じて一般消費者
が、積極的に情報発信や拡散の担い
手になったことが、食品事業者に食
品安全こそ世の中の最重要関心事
なのだと気づかせる原動力だった。
　また以降、中国、韓国、東南アジア
からのインバウンドの急速な増加と
2020年の東京オリンピック・パラリン
ピック招致は、遅れぎみな食品安全
行政政策に強い光を当てた。

3.食品安全の標準化と制
度化への歩み
　
　2010年ころから農水省が先導
したFCP(フード・コミュニケーショ
ン・プロジェクト)の工場監査項目の　　　
標準化・共有化研究会では、食品工
場の監査共通シートを作り、監査の
効率化と精度向上に向けて合同作
業が行われた。その掛け声は、「食
品の安全安心は非競争分野である」
というものであった。日本では十
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げという言葉があるが、確かに自
社の非でなくても、同業者で食中毒
や食品安全不祥事があれば、すべて
の業者はみな同じように色眼鏡でみ
られる。
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　FCPの参加者は大手食品製造企
業や百貨店・スーパー、コンビニエン
ス会社、検査団体など100社以上の
多岐にわたった。特に食品品質管理
の標準化、工場監査の標準化での
話題は、取引業者が個別に監査に訪
れるため、同じような内容について都
度対応に追われる。事業者側にはや
らねばならないことが山ほどあるの
に、監査員の対応に追われて「いい
加減にしてほしい」と感じていた。監
査項目の共通化は焦眉の急だった
のである。
　この活動は、三年後に共通工場監
査シートとして取りまとめられる。1)

　更にFCP研究会は、この成果物を
国際食品安全スキームと同格にする
ための検討作業に入っていった。

　この辺りの成熟状態を見定めた厚
生労働省は、2016年3月から12月に
かけて食品衛生管理の国際化に関
する検討会を開催し、年度末に最終
答申を取りまとめる。2)

　JFS規格を国際的認証スキームに
という活動が始まった。
　同時に一般財団法人食品安全マ
ネジメント協会（JFSM）が設立され、
同年7月には国際認証規格JFS-C
が公表されて、5年の歳月をかけ、
2021年12月JFS-C規格（食品製
造サブセクター：CIV）Version 3.0
は、GFSIベンチマーク要求事項
Version 2020（含む2020.1）をクリ
アしGFSIスキームとして承認される
ことになった。
　また国内にあってはHACCPの制

度化を視野に、2018年6月に国会を
通過、昨年6月念願の施行にこぎつ
けた。（図表１・２）

4.これからの食品産業の
視点と力点

　昭和23年、今の食品衛生法が生
まれたころの日本人の食生活は、75
年以上経過した現在とでは、そのス
タイルも価値も質も全く違っている。
国民は戦後の廃墟で生きるため、い
かに食いつなぐかという時代から、栄
養や健康、個人の嗜好や生活スタイ
ルを自由に選択できる時代となった
のである。食品産業界の視点は、い
かにあるべきか。法令順守は言うま
でもないが、法を正しく理解して更に
豊かな生活や文化を育む活動を目
標とすることである。食べられれば何
でも売れる時代から、価値あるもの
だけが買っていただける選別の時代
に入っている。3)

　HACCPの制度化は、あくまで国
内法ではあるが、条文化されれば活
字として海外にも流れるし、食品の
輸出輸入に関わる全ての人には明
確な指針となる。法令は、食品関連
業者はもとより、すべての国民の生

図表２　JFS認証スキームができるまでの経緯

図表１　JFS規格と認証スキームの概略

（出典：一般財団法人食品安全マネジメント協会）
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活の基盤であり、食品安全の向上
は、あらゆる場面で有益を我 に々もた
らすはずである。
　ただ承知の通り食品製造企業の
99%は中小零細で、ほとんどが内需
対応型である。このため日々の国内
の消費者動向に左右され、国内の社
会情勢に流されやすく経営基盤は脆
弱である。また少子高齢化と人口減
少で、明らかにマーケットが大きく縮
小していくことになる。2050年には、
推計上国内人口は、３,500万人が減
少するといわれている。胃袋が小さく
なり、今まで通り作っていては、多くの
食品が口を付けずに廃棄される時代
に突入することになる。（図表３）
　数量ベースだけでいえば、食品企
業は、生産量を減らして細 と々存続
するか、さもなければ、海外にも新し
いマーケットを求め、成長・発展する
かの選択に迫られている。既に日本
酒や高級果実など海外から見ても評
価の高い商品群では、海外進出に挑
戦している。
　こうした時に壁となるものが 食品
安全をいかに担保できているかの証

トラン、回転すし等」の市場規模は、
前年同月比100.1％で前年同水準。
2021年3月の外食市場規模は、3
圏域合計で1,788億円。前年同月比

（以下、前年比）は▲380億円。2回
目の緊急事態宣言が解除され、市
場規模の前年比は82.4％で、前月
の同44.5％から37.9ポイント回復。
これまた、コロナ禍の影響がなかった
2019年3月比では48.7％と、いまだ
平時の半分程度の市場規模にとど
まっている。
　情勢分析で大事なのは、単にコロ
ナで消費が減ったというよりも、新型
感染症により、我々の働き方や個人
の嗜好、行動様式が変わった結果で
あるということだ。ここでも消費行動
の変化をしっかり見極めることが重
要である。
　コロナが落ち着けば昔通りに消費
は回復する。そう思ってひたすら待っ
ているだけでは、生活スタイルや働
き方の変化した客は戻らない。今こ
そ新しい様式にフィットした業態や商
品開発をする企業が生き残る。（図
表４）

明となる。特に海外でまだ知られてい
ないような和食や日本食材は、まず
その安全性を認知してもらわないと
商談にすら乗ることができない。

5.ライフスタイルと多様な
働きかたが食生活を変え
ている

　現在の日本は、明らかに大量生産
に不向きな市場になっている。ライフ
スタイルでも、個食と孤食が、食事様
式の中心になっている。日本の家族
形態は既に90%が核家族で、昼はほ
ぼ個別に食事をし、夜も別 に々好きな
ものを自身の時間に合わせて食べ、
団欒の食事時間という概念は、極端
に減っている。

6.コロナ禍中に減った市場
は元に戻ることはない

　2021年3月度の外食市場規模
は前年同月比82.4％、前月からは 
37.9ポイントの回復。ただし2019年
比では48.7％止まり。「ファミリーレス

図表３　食品製造業の規模別構造と日本の人口動態
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7.食品産業が向かう方向

１)内需への対応
　国内情勢の変化をとらえ対応する、
付加価値をあげ生産量の減少を補っ
て余りある販売額の増加へとつなぐ。
　孤食に合わせた質・量のアレンジ
と老齢世帯への定期デリバリーと医
療連携を考える。 
２)海外への対応
　味噌・醤油・調味料・日本酒・和菓
子・果実・緑茶・農産加工品(水産物、
牛肉)・機能性食品など日本独自の
食品の市場に着目する。
　特に和食や日本独自の食材を使
う業者には、地域の商工会議所、行
政やジェトロなどからの情報や専門
家による輸出支援を積極的に活用
し、しかしながらも身の丈に合わせた
海外展開の第一歩を踏み出す。
３)高度な先端技術の活用 
　国内製造の自動化とIT化を推進
して生産性増加を目指す。
　作業の平準化・軽量化により就労
年齢を70歳まで引上げ、外国人労
働者を積極的に受け入れて人手不
足を解消しながら生産性と商品価値
を高める。

販売)
･ �25%以上の円安:今後しばらく続

く円安の影響は、輸出や観光産業
は追い風となる。外国人受け入れ
再開とともに従来の活況を取り戻
すことであろう。しかし原材料の多
くを輸入に頼っているわが国では、
ますます原材料高騰が、国内の食
品企業を圧迫することになる。や
はり海外依存を国内自給に目標を
もって転換していく政策と努力が
必要である。明らかに主要な食品
原料資源のほとんどを海外に依存
している状況は、健全な状態とは
言えない。自給率38%以下は、世
界的にみても異様な状況である。
自給率が高いことが、他国と対等
に交易交渉する基礎体力といえ
る。（図表５）

9.外食産業の構造転換が
必要

　1970年以来、ファミリーレストラン
業態は、外食を牽引し、目覚ましい拡
大成長をとげた。約40年で3倍の25
兆円市場となった。しかし、ここにき
て集客力に陰りがでて、それが客足
を遠のけてしまっている。そのビジネ

8.食品産業の戦略

　長期戦略として、EU並みに自立
した食糧自給率目標を65%として
2035年までに引き上げる!（1965年
同値)例えば、東北６県、自給率１％
上昇で経済効果は190億円(JFS試
算)である。更に23%アップすると効
果は４,３７０億円となる。自給率増加
はフードチェーン全体へも波及効果
を示し、試算では1兆4,000億円/年
となる。
･ �短期戦略:地方に着眼する少子高

齢対応店舗の運営、地産地消と医
療連携商品開発を目指す。

･ �中期戦略:特徴のある外食産業構
造への転換(地域特性に対応した
店舗運営と高額売価商品の開発

図表４　国内の食品企業の体質分析

図表５　30%食品自給率を上げるための方策

• 食品原料を国内産でカバー（＋地産地消）
• 国を挙げて生産地や原材料企業の支援（耕作放棄地回復）
• 食品ロスをなくす（需要生産体制）
• 賞味期限を長くする
• 農産品の規格を撤廃、従量制
• 水産物の適正捕獲と栽培事業にシフトする
• 野菜工場の支援
• 鉄道による食品大量輸送の確保（リニア・新幹線利用）
• コメ以外の穀物栽培への転換と経済支援など
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スモデルは、低単価で短時間に提供
できる大量生産調理、どの店でもほ
ぼ同一のファミリープレートで、高度
経済成長下では支持されるモデルで
あったが、反面どの店に入っても品
質価値も味もほとんど変わらないと
いうデメリットもある両刃の剣であっ
た。特に欧米各国と東京を比較する
と対人口当たりの飲食店数は、東京
が他の都市の2.5倍である。店の特
徴があまりなく数が多くては、競争が
厳しく、おいしくても単価を高くでき
ず、労働賃金も高くできない。低生産
性の悪循環である。多少厳しい話で
はあるが、店舗を統廃合し、需要に
適した数と質に構造転換すべきであ
る。個人の嗜好に響く専門料理、そ
こでしか味わえないこだわりの料理
に、消費者が魅力を感じる方向に舵
を切る必要がある。

10.現状では高望みせず
JFS-Bでいく

　JFS-C規格は、海外で通用する
GFSI認証スキームである。しかしな
がら全く海外での知名度がない。そ
もそも国内でも認証件数はいまだ2
桁止まりである。一方同じ構造を持
つ国内対応型のJFS-B規格は、もう

すぐ2,000件を超える勢いである。な
らばBの登録数10,000を先に目指
し、JFS-C規格認証に導くしか道は
ないかもしれない。目標とする動きを
作り出すことである。
　「C規格をもっていないと輸出はで
きない」これは誤った解釈と概念で
ある。B規格をもって、マネジメントの
底上げや内部監査などのスキルを社
内風土として育めば、機は熟するの
である。欧米のシステム先進国は、あ
る意味、自国のスタイルをしっかり作
り込み、加えて柔軟に貿易相手の事
情に対している。それでよいのではな
いかと思う。審査員の立場では、いか
に客観的に平等に規格適合してい
るか、私情を挟まず観るわけだが、商
いはいかに相手の良いところを見抜
き、伸ばして良きパートナーとして育
てるかが問われる。そういう意味で
は、現状では高望みせずBでいこう
がここでの主張である。
　参考に国際食品安全システム
FSSC 22000、ISO 22000の国別
認証数を示した。5)（図表６）

結び

　気がつけばお隣の中国でもチャ
イナHACCP、米国からはFDAに

推進されるFSMA、EUからもEU-
HACCPと相手国の商壁に責め立
てられる立場に立たされていた。今
更過去の話をしていてもしょうがな
い。ようやく日本初の国際食品安全
規格ができたのだから、国内企業は、
最大限この自国のシステムを盛り上
げ、確かに役立つ食品安全の推進に
努めていかなくてはならない。その暁
に我が国は、自主的な食品安全の活
動国、足元を固めた食品安全確立国
になり、今後迎える社会変化や多様
化する消費者ニーズ、海外への食品
文化への対応という道筋がはっきり
見えてくることだろう。
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